
平成25年度予算編成の基本方針（抜粋） 

平成25年1月24日 

閣 議 決 定 

Ⅲ 予算の重点化についての基本的な考え方 

（４）歳出分野における主な留意事項等 

（行財政改革2） 

限られた人的・物的資源を有効に活用し、行政機能や政策効果を最大限向上させる真に

国民のためになる行財政改革に取り組む。 

国家公務員の定員については、現下の重要課題に適切に対応しつつ、厳しく業務の見直

しや効率化に取り組み、可能な限り純減を図る。その中で、メリハリのある定員配置を実

現する。国が法令等で配置基準等を定める地方公務員の配置についても、行財政改革の取

組を踏まえ対応する。 

また、国家公務員の給与については、前政権時の平成24 年人事院勧告の取扱い3を変更

し平成25 年度から実施する。 

地方公務員の給与については、平成24 年度から実施されている国家公務員給与の平均 

▲7.8%の削減措置に準じて必要な措置を講ずるよう地方公共団体に要請するとともに、そ

れを反映して、平成25 年度予算における地方交付税や義務教育費国庫負担金等を算定す 

る。また、地域経済の活性化の観点や各地方公共団体の行政改革の取組を踏まえるものと

する。 

各府省の責任の下、実効性の高いＰＤＣＡサイクルの確立に向けた取組を進め、その成

果を平成26 年度予算編成に十分に活用していく。 

2  特別会計及び独立行政法人の見直しについては、「特別会計改革の基本方針」（平成24 年1

月24 日閣議決定）及び「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」（平成24 年1 月

20 日閣議決定）は、それ以前より決定していた事項を除いて当面凍結し、平成25 年度予算

は、現行の制度・組織等を前提に編成するものとする。特別会計及び独立行政法人の見直し

については、引き続き検討し、改革に取り組む。

3  高齢層職員の給与水準等の見直しについて、平成26 年４月から実施する方向で平成25年中

に結論を得ることとするとの取扱い（平成24 年11 月16 日閣議決定）を指す。 

参考資料２


